
政策の内容

生活満足度に関する指標（個別指標）

現状・課題

政策コストの状況（千円）

※「①事業活動（アクティビティ）」の予算・決算の合計

人工

予算

2029年度

正規職員 5.2

2028年度 2029年度

暫定再任用職員（26時間勤務） 0.0

戸籍法・住民基本台帳法・旅券法・マイナンバー法などの関連法や各法関連事務処理要領に基づいた適正な事務
処理により、行政サービスの提供に必要な住民情報の維持を行う。
マイナンバーカード関連で来庁者の大幅増加が予想されるなかで、窓口の円滑化が喫緊の課題である。
適切なシステムの維持、適正な窓口配置、オンライン手続き化を進め、確実な住民情報維持と満足度の高い窓口運
営を目指す。

2025年度 2026年度

決算

会計年度任用職員

政策シート

※総合計画基本計画に係る市民意識調査（アンケート）の結果

2027
年度

2028
年度

2029
年度

- -

（管理番号）

03 01
2025年度

戸籍・住民基本台帳事務等の適切な実施

指標名 質問文

基本政策 政策

担当課名

市民生活課
分野

04

市民生活に身近な証明書の交付や届出に対し、市民に寄り添った姿勢で円滑に対応するとともに、積極的にオンラ
イン申請を導入し、市民の満足度や利便性の向上を図ります。

2027年度

834,645

基準値
2024年度

2025
年度

2026
年度

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

06 01

政策

0.4

暫定再任用職員（31時間勤務） 0.0
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①事業活動（アクティビティ）

※予算・決算は各事業に係る経費を計上

サービスセンター
管理運営経費

市民サービスセンター施設の維持管理（土地建物借上・設備保守・清掃等業務・光熱水費）を行う。
合計43施設（中央区中地域：10，東地域：5，西地域：6，南地域：6，浜名区浜北地域：5，北地域2，
天竜区：9）

20,452

戸籍・住民基本
台帳・印鑑登録
等事業

18,421

111,324

事業内容
2025年度

決算
（千円）

市民サービスセンターにおける市民窓口業務
市民の利便性向上のため、市民サービスセンター・ふれあいセンターで市民生活に必要な届出受
付・証明書交付を行う。
合計43施設（中央区中地域：10，東地域：5，西地域：6，南地域：6，浜名区浜北地域：5，北地域2，
天竜区：9）

戸籍・住民基本台帳・印鑑登録等の窓口業務
市民個人の身分を公証するため届出・証明窓口及び業務システムを適切に運用する。

サービスセンター
事業

事業名

2025年度
予算

（千円）

サービスセンター
施設整備事業

可美市民サービスセンターの施設整備を行う。
南消防署・浜松第41分団・可美市民サービスセンター複合施設建設事業によるもの。

5,275

旅券申請受付・
交付事業

旅券の申請受付・交付、収入印紙の販売等を行う。（中央区・北行政・浜名区）

276,835
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①事業活動（アクティビティ）

※予算・決算は各事業に係る経費を計上

市民窓口デジタ
ル運営経費

市民窓口で使用する業務システム（住民記録・戸籍・印鑑登録など）や端末機器・プリンター等のデ
ジタル機器が正常に使用できるよう維持管理する。

468,496

コンビニエンスストアーでの証明書交付サービスを行う。
　※取扱証明書種別：住民票の写し、戸籍証明書、印鑑登録証明書
　※運用開始：平成28年7月19日

108,064

住民基本台帳
ネットワーク事業

証明書コンビニ
交付運用事業

107,888

住民票コードや個人番号を使用し、市町村区域を越えた住民基本台帳に関する事務処理を行う。
　※住民基本台帳情報と戸籍の附票の全国連係
　※マイナンバーカードの管理

事業名 事業内容

2025年度
予算

（千円）

2025年度
決算

（千円）
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②活動（アウトプット）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

③短期成果（アウトカム）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

2028
年度

2027
年度

2026
年度

2025
年度

2

-

-

-

実績値

達成率

目標値

実績値

実績値

転出届のオンラ
イン申請率（％）

指標名 指標の定義 設定理由

目標値 -

4

実績値

4 4

達成率

目標値 4 4-

2024
年度

指標名 指標の定義 設定理由

証明書コンビニ
交付率（％）

戸籍事項証明書・住民
票の写し・印鑑登録証明
書のコンビニ交付率。

来庁者数の減少、窓口混雑緩
和の指標となるため。

2029
年度

証明書コンビニ
交付や各種オン
ライン申請の周
知・啓発活動
（回）

市HPの見直し等、市民
への周知・啓発活動を実
施した回数。

適切な周知・啓発活動により、
来庁者数の減少、窓口の混雑
緩和を図るため。

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

-

47.1

2029
年度

目標値 50 52.5 55 57.5 60

40

転出届のオンライン申請
率。

来庁者数の減少、窓口混雑緩
和の指標となるため。

目標値 - 28 31 34 37

実績値 23.5

達成率 -

達成率 -

達成率 -

4 / 7 



④長期成果（アウトカム）指標

※達成率は2034年度の目標値に対する実績値から算出する。

⑤目的：10年後(2034年)の理想の姿

2027
年度

2028
年度

2029
年度

目標値
2034
年度

指標名
基本計画

指標

‐

誰もが分けへだてなく、地域コミュニティの中で活躍し、市民、市民活動団体、事業者、市が協働してまちづくりを
行っている。

80%

2026
年度

指標の定義

来庁者の窓口満足度

窓口来庁者にアンケートを実
施。
手続きにかかる窓口応対等の
満足度を評価してもらう。
※中央区区民生活課で実施

実績値

達成率

実績値

達成率

実績値

達成率

2024
年度

2025
年度

‐
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「①事業活動（アクティビティ）」の実施内容と事業改善（2026年度記載）

「②活動（アウトプット）指標」の分析・評価と指標見直しの要否（2026年度記載）

事業名

指標見直しの要否

事業改善の内容や今後の方向性実施内容

【2025年度の評価】

評価時に記載

評価時に記載
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「③短期成果（アウトカム）指標」の分析・評価と指標見直しの要否（2026年度記載）

2025年度の政策の評価と2027年度の方向性（2026年度記載）

指標見直しの要否

評価時に記載

評価時に記載
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